委 託 契 約 書　案
　総社市（以下「発注者」という。）と〇〇（以下「受注者」という。）とは，総社市公衆無線ＬＡＮ環境再構築業務について，次のとおり委託契約を締結し，信義に基づき誠実にこれを履行するものとする。

（目　的）

第１条　本契約は，平成３０年度に整備した公衆無線LAN環境のうちサポート終了となるAPを更新することで，災害時に必要な情報伝達手段を確保，提供することを可能とし，防災・減災に資することを目的とする。
（委託業務の内容）

第２条　発注者が受注者に委託する業務は，別紙仕様書のとおりとする。

（委託期間）

第３条　委託期間は，契約締結の日から令和７年８月３１日までとする。
（委託料）

第4条  委託料は，　　　　　　　円（うち消費税及び地方消費税額　　　　　円）とする。
（検　査）

第５条　受注者は，第３条の契約期間内において，発注者の指示する期日までに委託業務を完了するとともに，別紙仕様書５に記載の成果物を整備のうえ，発注者の検査を受け，これを発注者に納入しなければならない。
２　受注者は，前項の検査に合格しないときは，発注者の指示に従い，速やかに無償で補正し，あらためて発注者の検査を受けるものとする。

（委託料の請求及び支払い）

第６条　受注者は，前条の検査に合格後，第４条の委託料を発注者に請求するものとする。

２　発注者は，受注者から前項による適正な委託料の請求書を受領したときは，その日から３０日以内にこれを受注者に支払うものとする。

（納入成果物の品質保証）

第７条　受注者は，第５条の検査合格後１年間は，納入成果物について，その品質を保証し，誤り又は不都合が発見された場合は，速やかに無償で訂正又は必要な補正をするものとする。
（再委託）

第８条　受注者は，本委託業務の全部又は一部を，第三者に再委託してはならない。ただし，あらかじめ発注者の承認を得た場合は，この限りではない。
２　受注者は，前項ただし書の規定により再委託しようとするときは，再委託先及び再委託を必要とする理由等を記載した書面により，発注者に申請しなければならない。
（権利義務の譲渡禁止）

第９条　受注者は，この契約によって生ずる権利及び義務を，いかなる理由及び方法を問わず，第三者に譲渡若しくは承継させ又は担保に供してはならない。

（データの提供）

第１０条　発注者は，委託業務実施上必要な自己所有のデータ及び資料等（以下「データ等」という。）を，受注者に提供するものとする。

２　受注者は，前項のデータ等を，委託業務の実施目的外に使用し，又は第三者に提供してはならない。

３　受注者は，発注者の提供したデータ等及びこれらに基づいて作成した資料等の適正な管理に努めなければならない。

４　受注者は，委託業務完了後，前項のデータ等及びこれらに基づいて作成した資料等を発注者に返却するものとする。ただし，発注者の承認を得た場合は，この限りでない。

５　受注者は，発注者の提供したデータ等及びこれらに基づいて作成した資料等を複写又は複製してはならない。ただし，発注者が委託業務の実施上必要と認めた場合は，この限りでない。

（事故等の報告義務）

第１１条　受注者は，委託業務の実施上，事故等が発生した場合，又は契約の履行に支障を生じ，若しくは支障を生ずる恐れがあると認められる場合は，遅滞なく発注者にその状況等を連絡するとともに，書面により速やかに報告しなければならない。

（履行遅延に伴う違約金）

第１２条　発注者は，受注者の責めに帰する事由により，受注者が契約期間内に委託業務を完了することができない場合において，別途指示する期限内に委託業務を完了する見込みがあると認めたときは，契約期間を延長することができるものとする。

２　発注者は，前項により契約期間を延長する場合は，当該延長日数に応じ，年２．５パーセントの割合で計算した延滞違約金を受注者から徴収する。
（契約不適合責任）

第１３条　発注者は，第５条の規定により引き渡された成果品が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは，受託者に対し，成果品の修補，代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし，受託者は，発注者に不相当な負担を課するものでないときは，発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。
２　前項の契約不適合が，発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは，発注者は履行の追完を請求することができない。

３　発注者は，契約不適合を知ったときから１年以内にその旨を受託者に通知しないときは，発注者は，その契約不適合を理由として，履行の追完の請求をすることができない。ただし，受託者が引渡しのときに契約不適合を知り，又は重大な過失によって知らなかったときは，この限りでない。
（契約の解除）

第１４条　この契約について，受注者が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは，発注者はいつでも契約を解除することができる。

（１）この契約の締結又は履行について，不正の行為があったとき。
（２）正当な理由がなく契約期間内に契約を履行しないとき又は履行の見込みがないと認められるとき。
（３）契約の履行にあたり，監督又は検査等に携わる職員の執行を妨げたとき。

（４）契約者の責めに帰さない理由により，契約の解除を申し出たとき。

（５）その他この契約条項に違反する行為があったとき。

２　前項の規定により契約を解除したときは，受注者は，これによって生じた発注者の損害を賠償しなければならない。

（損害賠償）

第１５条　受注者は，その責めに帰する理由により，委託業務の実施に関し，発注者又は第三者に損害を与えたときは，その損害を賠償しなければならない。

（紛争の解決）

第１６条　この契約について紛争を生じたときは，発注者及び受注者別途協議し，協議が整わなかったときは，双方協議して決定した者に仲裁を依頼し，その裁定に従うものとする。

２　前項の紛争解決に要する経費は，双方平等に負担するものとする。

（協議事項）

第１７条　この契約に定めのない事項又はこの契約に疑義を生じたときは，発注者及び受注者別途協議して定めるものとする。
　この契約締結の証として本書２通を作成し，発注者及び受注者記名押印のうえ各１通を保有するものとする。
　　　令和７年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　発注者　　　　　総社市中央一丁目１番１号　
総社市
総社市長　　片　岡　聡　一
　

受注者　　　　　　　　
　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
